
◎法の適用に関する通則法 
（平成一八年六月二一日法律第七八号）   

一、提案理由（平成一八年四月一一日・参議院法務委員会） 

○国務大臣（杉浦正健君） 法の適用に関する通則法案につきまして、その趣旨を御説

明申し上げます。 

 この法律案は、国際的な取引等の増加や多様化などの社会経済情勢の変化及び近時に

おける諸外国の国際私法に関する法整備の動向にかんがみ、法例の全部を改正し、財産

的法律関係の準拠法の指定などの規定を整備するとともに、これを現代用語の表記にし

ようとするものであります。 

 第一に、この法律案は、法例中の国際私法規定について、法律行為、不法行為、債権

譲渡などに関する規定を中心に見直しを行うこととしており、その要点は、次のとおり

でございます。 

 まず、法律行為の成立及び効力に関する準拠法について、当事者による選択がない場

合には、法律行為の当時における当該法律行為の最密接関係地法によるものとするなど

の規定を設けるほか、消費者契約及び労働契約について、消費者及び労働者の保護の観

点から、消費者の常居所地法又は労働契約の最密接関係地法中の特定の強行規定を適用

すべき旨の主張をすることができるものとするなどの規定を設けることとしております。 

 次に、不法行為によって生ずる債権の成立及び効力に関する準拠法につきまして、原

則として、加害行為の結果が発生した地の法により、その結果発生地が通常予見できな

い場合には加害行為地法によるものとして、規律の明確化を図るほか、生産物責任及び

名誉、信用の毀損に関する特例規定や当事者による準拠法の変更に関する規定などを設

けることとしております。 

 また、債権の譲渡の債務者その他の第三者に対する効力について、譲渡に係る債権の

準拠法によるものとしております。 

 このほか、隔地的な法律行為の方式、行為能力の制限に関する取引保護、後見開始の

審判等及び失踪宣告、外国人の被後見人等に対する日本法の適用に関する規定などの整

備をすることとしております。 

 第二に、この法律案は、法例の表記を現代語化するとともに、その題名を変更しよう

とするものであります。 

 法例は、明治三十一年に制定された法律であり、片仮名の文語体で表記されているこ

とから、利用者に分かりやすい平仮名の口語体に改めるべきであるという指摘がされて

おります。そこで、この法律案は、片仮名、文語体の表記を平仮名、口語体に改め、よ

り利用者に分かりやすいものとすることとしております。また、題名についても、国民

に分かりやすいものとするため、法の適用に関する通則法に改めることとしております。 

 以上が、この法律案の趣旨でございます。 

 何とぞ慎重に御審議の上、速やかに可決していただきますようお願いいたします。 



 ありがとうございました。 

二、参議院法務委員長報告（平成一八年四月一九日） 

○弘友和夫君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、国際的な取引等の増加や多様化などの社会経済情勢の変化及び近時にお

ける諸外国の国際私法に関する法整備の動向にかんがみ、法例の全部を改正し、財産的

法律関係の準拠法の指定などの規定を整備するとともに、国民に理解しやすい法律とす

るため、その表記を現代用語化しようとするものであります。 

 委員会におきましては、今回の改正の意義、国際的な法適用の調和、日本法の競争力、

消費者契約及び生産物責任の特例、国際私法教育の重要性等について質疑が行われ、ま

た、参考人から意見を聴取いたしましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年四月一八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 国際化の進展に伴い、国際私法の重要性がますます高くなっていることにかんがみ、

社会の変化、諸外国の立法動向等へ的確に対応するなど、利用者のニーズに適合した

規律が確保されるよう、不断の見直しを行うこと。特に、不法行為に関する特別留保

条項については、本法の運用状況を注視しつつ、国際的調和及び利用者のニーズの観

点から、その必要性について更なる検討を行うこと。 

二 我が国の法令が準拠法として国際的にも幅広く利用され、国際取引の更なる活性

化・円滑化に資するよう、法令外国語訳の早期整備及び法制度の一層の充実を図るこ

と。 

三 我が国における国際的な紛争をめぐる裁判において、準拠法となる外国法の適用が

的確かつ迅速になされるよう、国際私法及び外国法の調査研究を行う体制を確立する

こと。 

四 国際私法は、企業間取引のみならず個人の日常社会生活関係に深い関わりを有して

いることにかんがみ、その十分な周知に努めるとともに、国際私法についての理解を

深めるため、法教育の充実を図ること。 

  右決議する。 

三、衆議院法務委員長報告（平成一八年六月一五日） 

○石原伸晃君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、国際的な取引等の増加や多様化などの社会経済情勢の変化及び近時における



諸外国の国際私法に関する法整備の動向にかんがみ、法律行為、不法行為、債権譲渡等

に関する準拠法の指定などの規定を整備するとともに、片仮名・文語体の表記を平仮

名・口語体に改め、題名を法例から法の適用に関する通則法に変更しようとするもので

あります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、去る六月一日本委員会に付託され、九日杉浦法務

大臣から提案理由の説明を聴取し、十三日質疑に入りました。十四日参考人から意見を

聴取し、質疑を行い、採決の結果、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきも

のと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年六月一四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 国際化の進展に伴い、国際私法の重要性がますます高くなっていることにかんがみ、

社会の変化、諸外国の立法動向等へ的確に対応するなど、利用者のニーズに適合した

規律が確保されるよう、不断の見直しを行うこと。特に、不法行為の準拠法に関する

規律については、本法の運用状況を注視しつつ、報道の自由の確保にも留意した上、

国際的調和及び利用者のニーズの観点から、必要があれば見直しを行うこと。 

二 我が国の法令が準拠法として国際的にも幅広く利用され、国際取引の更なる活性

化・円滑化に資するよう、法令外国語訳の早期整備及び法制度の一層の充実を図るこ

と。 

三 我が国における国際的な紛争をめぐる裁判において、準拠法となる外国法の適用が

的確かつ迅速になされるよう、国際私法及び外国法の調査研究を行う体制を確立する

こと。 

四 国際私法は、企業間取引のみならず個人の日常社会生活関係に深い関わりを有して

いることにかんがみ、消費者契約及び労働契約の特則についての改正内容を始め、そ

の十分な周知に努めるとともに、国際私法についての理解を深めるため、法教育の充

実を図ること。 

 


